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第19号議案 大分県使用料及び手数料条例の一部改正について
工業振興課

産業人材政策課

・使用料及び手数料は特定のサービスを受ける者がその受益に応じて負担すべきもの（受益者負担の原則）
・昨今の人件費・物価上昇に伴い、サービス提供に必要な経費は増加傾向であることから、全使用料・手数料を対象に一斉検証を実施

１．改正の背景

２．検証の内容と結果

３．主な改正内容（商工観光労働部関係）

・施設の維持管理費や事務に要する経費について、人件費や物価の上昇に伴う増加経費等を試算（国の標準令等に準拠するものを除く ）

→試算の結果、現行単価を上回るもののうち、九州各県で統一単価を設定している手数料 を除いた、411件を増改定する。

併せて、障がい者や母子・父子家庭の者などの福祉施設利用料は無料とするなど一定の配慮も行う。

・単価の伸び率(平均値) 使用料＋6.7％、手数料＋7.2％

※平均伸び率は人件費や物価、光熱水費の伸びと同等

人件費＋9.3％（R3→7）、消費者物価指数＋6.9％（R3→6）
光熱水費＋5.5％（R3→6）

・施行日 令和８年４月１日（県HPや施設窓口にて、県民向けに周知を実施中）

※ 県立高校の授業料や入学料等を含む

※

※ 教育職員免許状関係

※

※

影響額（商工観光労働部関係分） 434千円

備考
影響額

（千円）
改定率

改定額
（円）

単価（円）
単位区分

改定後改定前

45

大分職業訓練センター
使
用
料

-6.5%20330310時間201研修室

-2.4%10430420時間視聴覚室

-4.8%30660630時間実習室

302

産業科学関係事務
手
数
料

-8.3%1001,3001,200成分しょうゆJAS格付用検査

分析試験加工手数料 -6.9%1001,5501,450件スモールツールの精度測定

-5.5%2003,8003,600件三次元測定機による測定

87

計量関係事務 -5.7%40740700個装置検査手数料装置検査手数料

-7.3%40590550個タクシーメーター検定手数料
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第1号議案 令和８年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

令和８年度商工観光労働部・労働委員会予算概要（Ｐ１８抜粋）
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第1号議案 令和８年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

令和８年度商工観光労働部・労働委員会予算概要（Ｐ２６抜粋）

-4-



第1号議案 令和８年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

令和８年度商工観光労働部・労働委員会予算概要（Ｐ２７抜粋）
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第1号議案 令和８年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

令和８年度商工観光労働部・労働委員会予算概要（Ｐ３８抜粋）
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第1号議案 令和８年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

令和８年度商工観光労働部・労働委員会予算概要（Ｐ４０抜粋）
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第1号議案 令和８年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

令和８年度商工観光労働部・労働委員会予算概要（Ｐ５１抜粋）
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第1号議案 令和８年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

令和８年度商工観光労働部・労働委員会予算概要（Ｐ５８抜粋）
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１．執行状況見込

（１）発行総額
約１６４億円 （市町村計）

（２）県補助見込み額
約２６.４億円 （R7.12補正予算額 ２７.２億円）

（１）電子対応状況
・電子のみ ２件 ・電子、紙併用 ７件 ・紙のみ ８件 ・未定 １件

（２）販売単位
・ １０，０００円／冊 １０件
・ １０，０００円／冊未満 ６件
・ 未定 ２件

２．発行形態

３．利用期間

・日田市 2/20～6/30
・津久見市 3/8～3/31
・中津市 3/19～6/30

４．プレミアム率30％を上回る市町村（予定）

・別府市 ５０％ ・竹田市 ４０％ ・臼杵市 電子４０％（紙３０％）
・由布市 ５０％ ・豊後大野市 ４０％
・九重町 ５０％ ・玖珠町 ４０％

・日出町 3/23～6/30
・国東市 3/25～6/30
・姫島村 3/28～7/31

・別府市 4/13～7/31
・杵築市 4/15～8/31
※大分市未定 その他順次開始

R8/3/16現在

物価高騰対応プレミアム商品券支援事業（R7.12補正予算）執行状況見込
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第1号議案 令和８年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

令和８年度商工観光労働部・労働委員会予算概要（Ｐ６６抜粋）
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第1号議案 令和８年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

令和８年度商工観光労働部・労働委員会予算概要（Ｐ８１抜粋）
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第1号議案 令和８年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

令和８年度商工観光労働部・労働委員会予算概要（Ｐ７５抜粋）
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第1号議案 令和８年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

令和８年度商工観光労働部・労働委員会予算概要（Ｐ９０抜粋）
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第1号議案 令和８年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

令和８年度商工観光労働部・労働委員会予算概要（Ｐ８７抜粋）
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令和８年度商工観光労働部・労働委員会予算概要（Ｐ７抜粋）

第5号議案 令和８年度大分県中小企業設備導入資金特別会計予算 経営創造・金融課
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第5号議案 令和８年度大分県中小企業設備導入資金特別会計予算 経営創造・金融課

令和８年度商工観光労働部・労働委員会予算概要（Ｐ９５抜粋）
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第31号議案 大分県新型コロナウイルス感染症対応中小企業事業資金調達支援基金条例の廃止について 経営創造・金融課

１．基金の概要

新型コロナの影響を受けた中小企業の事業資金の調達を支援するため、国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を財源とする
基金を令和２年１０月に設置し、県制度資金の信用保証料補助事業の原資として活用。

２．基金の廃止時期

・国が定める「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金基金管理運営要領(総務省)」により、令和２年度予算を原資とした交付金
の対象事業（信用保証料補助事業）の期間は、令和７年度末までと規定されており、７年度末で基金残高がゼロとなることから、今定例会に
基金を廃止する議案を提出する。
※実際には、令和４年度予算を原資として積立があるため、令和９年度末まで廃止する必要はないが、基金残高がゼロになることから
令和７年度末で廃止する。

令和８年４月１日

県内中小企業者が県制度資金（※）の融資を受けた際に負担する信用保証料。
※新型コロナウイルス感染症緊急対策特別資金、社会経済再活性化資金特別
融資、経営改善借換資金など

計Ｒ７Ｒ６Ｒ５Ｒ４Ｒ３Ｒ２

1,549,864312232635586,512289961,884積立額

1,877312232635409289うち運用利息

1,549,86460,750402,367392,458378,240316,049
取崩額

（補助額）

0060,438462,573854,396646,124961,884基金残高

【交付金活用方法】

【基金の活用実績】

【対象事業】

(単位：千円)

３．施行日
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第32号議案 大分県立別府コンベンションセンターの設置及び管理に関する条例の一部改正について

令和8年4月1日

・近年の人件費や物価の高騰を踏まえ、指定管理者が機動的に料金改定
を行えるよう、利用料金の上限額を6.7％引き上げ

現行の
料金

条例上の料金

小区分区分 改正後改正前

下限～上限下限～上限

39,60028,800～46,10028,800～43,200午前

レセプションホール
58,08042,300～67,60042,300～63,300午後

63,36046,100～73,80046,100～69,100夜間

149,600108,800～175,000108,800～163,200全日

現行の
料金

条例上の料金

小区分区分 改正後改正前

下限～上限下限～上限

39,60028,800～46,10028,800～43,200午前

国際会議室
58,08042,300～67,60042,300～63,300午後

63,36046,100～73,80046,100～69,100夜間

149,600108,800～175,000108,800～163,200全日

（単位：円）

・大分県立別府コンベンションセンターの設置目的及び利用料金、指定管理者が行う管理業務等
の基本的事項について規定

・利用料金については、上限額と下限額を定めており、指定管理者がこの範囲内で、県と協議の
うえ設定

（国際会議室）

観光政策課

１．条例の概要

２．改正の理由

３．改正内容（抜粋）

４．施行日
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持続的な賃上げの実現に向けた環境整備

産業の「未来創造」事業者の「元気」創出

・多様な人材が活躍できる環境づくり ・若年者の県内就職の促進
・働き方改革の推進 ・産業を支える人づくり

おおいた産業活力創造戦略２０２６（案）

①中小企業の経営基盤の強化とイノベーションの促進

②ものづくり産業の「稼ぐ力」の向上 ⑧経済と環境の好循環を生み出すＧＸの推進

③地域を支える商業の活性化とサービス産業の革新

④地域に元気をもたらす国内誘客・海外誘客（インバウンド）の推進

・中小企業の経営基盤の強化に向けた支援
・スタートアップの育成や第二創業の支援

・オープンイノベーションの推進
・産業集積の推進と企業の競争力強化 ・高度な専門技術人材の育成

・「経済と環境の好循環」の創出 ・エネルギー関連産業の成長促進
・サーキュラーエコノミーの促進

⑦戦略的・効果的な企業立地と産業集積の推進
・多様で魅力的な企業誘致の推進
・企業ニーズに対応した立地基盤の整備

県は大分県中小企業活性化条例に基づき、中小企業の振興に関する計画を策定しています。令和８年度は「強い経済」の実現に向けて、事業者が「元気」
に活躍でき、新たなビジネスや魅力が生み出される「未来創造」に向けた環境整備を力強く推進していきます。

・賃上げ支援パッケージ

・商業・サービス業の振興 ・県産品の販路開拓・拡大とブランド化
・海外展開に向けたサポートの強化

・戦略的な誘客プロモーションの実施 ・夏季における需要喚起策

⑥多様な人材が活躍できる環境づくりと産業を支える人づくり

⑨生産性・付加価値を高め県経済を発展させるＤＸの推進

・生産性と付加価値向上を目指す事業者支援

⑩先端技術を活用した新産業の育成と地域課題の解決

・産業を支える先端技術の導入・活用
・宇宙港を核とした経済循環の創出

補助金情報やセミナー開催情報等が
ワンストップで確認できます。

⑤住んでよし、訪れてよしの持続可能な観光地域づくり

・地域資源を活用した滞在型観光の推進/誰もが快適に観光できる環境整備
・観光産業の経営力強化と人材の確保・育成
・観光地域づくりを支えるDMOの機能強化・活性化

・生産性向上・省力化投資支援 ・金融支援 ・経営基盤の強化支援 ・価格転嫁支援
・高付加価値化支援 ・県補助金における賃上げ枠の拡大

①おおいた産業活力創造戦略２０２６の策定（案）について 商工観光労働企画課
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１．宿泊税制度

「住んでよし、訪れてよしの持続可能なおんせん県おおいた」を実現するために必要な施策（地域資源の魅力の向上、旅行者の受
入環境の充実等）に要する費用に充当することを目的とする。

目的

課税客体：県内の宿泊施設への宿泊行為
（宿泊施設：旅館業法上の旅館・ホテル・簡易宿所、住宅宿泊事業法上の施設（いわゆる民泊））
納税義務者：宿泊者

課税

１人１泊あたりの宿泊料金（素泊まり料金）に応じて、以下のとおり。
・５千円未満 １００円／１人１泊 ・５千円以上２万円未満 ２００円／１人１泊
・２万円以上１０万円未満 ５００円／１人１泊 ・１０万円以上 ２，０００円／１人１泊

税率

なし免税点

教育政策上の視点や将来のリピーターに繋がる等の公益上の理由から、国内の教育旅行については免除
※教育旅行：学校教育法第1条に規定する学校（大学を除く）や認定こども園等が実施する修学旅行や学校行事に伴う宿泊

課税免除

特別徴収（宿泊事業者を特別徴収義務者とする。）
原則、毎月末日までに前月１日から末日までの宿泊税を申告・納入

徴収方法

特別徴収義務者の証票の掲示等に関する罪、帳簿の記載義務違反等に関する罪、納税管理人に係る不申告に関する過料罰則規定

特別徴収義務者の納期内納付を促進するため、事業者が納入した税額の２．５％を報償金として事業者へ交付する。
特別徴収
報償金

２．宿泊税の運用

大分県の観光振興に資する施策、宿泊税の徴収に要する経費使途

県 ：広域的な施策、県内周遊の促進 ※宿泊の少ない地域への周遊促進等の施策については、県事業として実施
市町村：受入環境の整備等、基礎自治体として、地域の実情に即した施策

県と市町村の
役割分担

納税者である宿泊者をはじめ、宿泊事業者、県民からの理解と信頼を得られるよう、県、市町村ともに使途等について明確化のう
え、それぞれ公表する。

使途の
見える化

県は、宿泊税による事業の効果検証を、県内事業者や有識者等からなる外部委員による組織体を設置し、少なくとも年１回実施す
る。市町村においても、検証体制を整えることが望ましい。

検証体制

基金による管理（充当施策の明確化等）税収の管理

②大分県宿泊税について 観光政策課・税務課
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３．宿泊税市町村交付金制度

４．その他

５．今後のスケジュール

制度導入に伴い、宿泊事業者が実施するレジシステムの改修や自動精算機の導入等にかかる経費については、県が補助制度を
創設予定

特別徴収義務者
（宿泊事業者）

への支援

納税者である宿泊者をはじめ、宿泊事業者や県民に理解を得られるよう、市町村と連携し、丁寧かつスピード感を持って周
知・広報を行う。

周知・広報

各地域の実情に即した観光振興に資する施策
ただし、新規に実施又は拡充する事業（既存施策への財源振替は不可）に限る。

対象事業

宿泊税収から、適正な課税徴収や周知啓発等の宿泊税制度運用にかかる経費、災害等への危機管理のための共通経費を除いた
額の７割とする。

交付額

市町村ごとの額の算定方法については、市町村別の宿泊税収割合を基本に、市町村と協議の上決定する。額の算定方法

交付金は、半年ごとに交付するものとする。
交付金の充当事業については県に報告するものとする。

交付・報告

・３月下旬～ 大分県宿泊税（案）についてのパブリックコメント（募集期間：３月２４日（火）～４月２４日（金））
宿泊事業者との意見交換会（３月２４日（火）～４月中旬にかけ県内１５カ所で実施）

・６月 県議会令和８年第２回定例会への宿泊税条例案の提出を目指す。

②大分県宿泊税について 観光政策課・税務課
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⑴ 温泉ファンに対するＰＲ（熱海でのメディア露出イベント）

・目的：「温泉地でおんせん県がＰＲ」といった話題性の喚起により、マスメディアへの露出を図る（5月頃 @ＪＲ熱海駅前）

⑵ 大分の温泉リピート層に対するその他温泉エリアへの誘導

① テレビ番組タイアップによる情報発信（関東圏域向け）

・概要：情報番組内の温泉コンテンツでその他温泉エリアのメディア露出を行う（アップロードされた動画の二次利用も予定）

② フェリー会社と連携した温泉エリア周遊PR（関西圏域向け）

・概要：フェリー船内において、その他温泉エリア関係者等による自己ＰＲブースを設置し、乗客に向けて県内広域周遊を促進

⑶ 温泉地への旅行を好む層へのSNSターゲティング広告や記事出稿

・概要：「次は“おんせん県 “にもおいで」といった大分への旅行意欲の喚起、テレビ番組タイアップ動画を二次利用した広告等の作成

⑷ 夏季の閑散期に涼しい観光スポット生かした誘客と広域周遊を促すガイドブックの作成

・県内の涼しく過ごせる観光スポットとして風連鍾乳洞、飯田高原等を紹介する多言語対応のガイドブックを作成し、国内外にＰＲ

国内旅行者数の推移

・県調査の速報値で、R7年の県内延べ宿泊客数は約537万人（R6＋5.4％）、国内宿泊客数も約417万人（R6＋3.4％） と好調。

現 状 と 課 題

・現在も、人気の温泉地を有する別府・由布院エリアが集客の中心

・更なる集客を図るためには、本県のコア・コンピタンスといえる『温泉』ファンの誘客を加速するとともに、

別府・由布院の温泉エリアを訪問したファンの「その他温泉エリア」への周遊が大事

※令和７年度も『温泉ガイドブック「おおいた湯めぐり」』を制作し、別府・由布院以外の温泉をＰＲ

・夏場は暑さのため閑散期となるが、県内でも涼のとれるスポットは各地に点在するため誘客のポテンシャルは高い

今 後 の 取 組

ＪＲ熱海駅前広場（一部）

風連鍾乳洞

由布川峡谷

③観光誘致の状況について 観光誘致促進室
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R8年度も引き続き、戦略国のニーズに対応した観光コンテンツのセールス強化、高付加価値コンテンツの拡大により、更なる誘客促進と観光消費額の増加を図っていく。

国・地域ごとの市場ニーズに応じた誘客活動実績

参 考
（R7戦略パートナー）

R７実績
（数値は聞き取れた範囲内）

R7主な活動内容
１人１回当
たり消費額
（R7全国：円）

（速報値)

大分県宿泊客数(千人)

国・地域
R6比R7

エイブコム
・ツアー造成 6社
・送客数 13,296人

・オンライン旅行会社、レンタカー会社等とタイアップしたプロモーションの実施
・旅行会社とタイアップしたテレビショッピングによるツアー商品紹介（送客2,400名）
・県公式SNSサイト「ネイバーブログ」を活用した情報発信 等

104,606107%542①韓国

日盟國際商務有限
公司

・ツアー造成 185本
・送客数 34,370人
・学校交流 11件

・県単独商談会の開催
・タイガーエアとタイアップした誘客強化（機内誌掲載、メディア放送）
・トキハ、ゆめタウンと連携したタイガーエア利用者への買物割引キャンペーン（300人以上の利用）
・旅行博出展、旅行会社及びメディア招聘ツアー、副知事プロモーションの開催（103名）
・教育旅行相談会参加、教育機関への訪問、学校交流の推進 等

185,595136%243②台湾

ＪＴＢ大分支店
（ＪＴＢ上海）

・ツアー造成 158本
・送客数 5,045人

・現地日系企業を対象としたインセンティブセミナーの開催（24社）、県公式SNS「RED」の開設
・日系大手商社の現地スタッフ200人のインセンティブツアー催行
・旅行会社向けセミナーの開催、旅行博出展、インフルエンサーを活用した情報発信 等

246,154133%105③中国

tomo.（トモドット）
（EC Travel）

・ツアー造成 11社78本
・送客数 約5,000人

・訪日旅行会社最大手のEGLツアーズとの観光セミナー共催
・旅行博出展、観光と食イベントによる誘客セミナーの開催 等

225,98273%102④香港

NANA JAPAN
・ツアー造成 25社
・送客数 12,820人

・タイホンダインセンティブツアーの実現（400名）、熊本県と連携した旅行会社向けセミナーの開催
・福岡県、北九州市と連携したインフルエンサーによる情報発信、旅行博出展（2回） 等

204,05499%39⑤タイ

阪急交通社
（阪急UK）

・ツアー造成
（英）9社11本
（独）7社11本

・旅行会社向けセミナーの開催（24社）、旅行博出展（2回）
・旅行会社招聘ツアーの開催（2回）、観光コンテンツニュースレターの配信 等

390,391
UK

158%27⑥欧州

HIS
（HISロサンゼルス）

・ツアー造成 4社
・送客数 約260人

・ツアー造成の可能性が高いトラベルアドバイザーとの関係強化（例：Sonic Travel）
・クルーズ船社へのセールスコール、トラベルアドバイザー向けセミナーの開催（20名）
・旅行博出展、トラベルアドバイザー招聘ツアー、知事プロモーションの開催（約40社）

341,383141%31⑦米国

Glide Japan
（SLC）

・ツアー造成 13社
・送客数 1,022人

・福岡県と連携した旅行会社向けセミナーの開催（2回）、旅行博出展（2回）、メディア招聘ツアー
・国東半島峯道ロングトレイルなどのトレッキングコースを組み入れたセールスの展開 等

390,048160%23⑧豪州

R7年の外国人宿泊者数は１２０万人で対前年比＋12.7％となった。最も多い国は韓国で、続いて台湾、
中国、香港の順となった。韓国は７月の落ち込みがあったものの、後半持ち直し、前年比を上回った。台湾
はタイガーエア直行便就航やセールス活動の強化により、対前年比＋35.8％となった。香港は７月の地
震の噂の影響による落ち込みと、７月以降の香港ー熊本、香港ー鹿児島便の欠航により、前年を下回った。
欧米豪は前年比の伸びが大きく、特に豪州はコロナ禍以降、対前年同月比で常に増加しつづけており、国
東半島峯道ロングトレイルなどのアクティビティが人気となっている。

R7年外国人宿泊者数１２０万人
（対前年比＋12.7％） ※県調査 従業員10人以上の施設

③観光誘致の状況について 観光誘致促進室
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